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1. 「女性のチャレンジ支援」政策への基本的考え方 
・現状の社会制度を前提としたままで、補助金や公契約に女性事業主を優先させる等、一部の女性

のチャレンジへの支援だけでは、明らかな限界があること。 
・民間の制度慣行の是正を促す啓発活動よりも、政府が責任を持つ公的な制度自体の改革公的な制度自体の改革公的な制度自体の改革公的な制度自体の改革を重視し、

男女共同参画政策を小泉政権の構造改革の一環として位置付けることを明確にすべき。 
・男女の固定的役割分担を暗黙の前提としている様々な社会制度を見直し、個人や家族の行動への

中立性・選択性の拡大に基づく、多様性ある社会の構築を基本的な目的とする必要。 
・男女共同参画会議は、経済活性化を目指す経済財政諮問会議や総合規制改革会議と相互補完的な

役割を果たす必要。さもなければ改革に取り残されるおそれも。 
 
2. 男女の固定的役割分担を前提とした税・社会保険制度の改革 
・税制の配偶者控除（とくに特別配偶者控除）の見直しは、企業の配偶者手当撤廃の契機。 
・社会保険の被扶養配偶者に対する優遇制度である、第三号被保険者、健康保険・介護保険の被扶

養者制度を廃止し、自営業と同様な個人単位の制度への改革。 
・この問題は、年金に関する財政再計算のひとつの焦点となる厚生年金の給付水準見直しに関して、

モデル世帯を専業主婦世帯から共働き世帯へと移す検討と連動したもの。 
・ 社会保険の適用対象となる雇用者の範囲を拡大（所得・労働時間基準の引き下げ）。 
 
3. 男女の固定的役割分担に基づく雇用慣行の改革 
１）雇用慣行の経済合理性 
・ 長期雇用保障・年功賃金（世帯給）の慣行は、企業内訓練を通じた熟練形成。 
・ 世帯主を仕事に専念、被扶養者を家事・子育という固定的役割分担と整合的。 
・ 高成長時代に適したシステムが、仕事と家事・子育て両立を目指す共働き世帯の増加と矛盾。 
２）公平性 
・ 「日本的雇用慣行は公平な制度」の通念は、大企業・男性・正社員の内部労働市場に限定。 
・ 同一職種でも企業規模間・正規・非正規間・男女間で大きな格差の存在。 
・ 人はなぜ（損をしてまで）差別をするのか？ 「統計的差別理論」による説明。 
・ 個人の能力や意欲を外見で判断不可・その属する集団（人種・性別・学歴）の平均値で判断。 
・ 雇用保障・企業内訓練を重視する日本的雇用慣行では、事前のスクリーニングがより重要。 
３）政策的対応 
・ 企業間競争の促進・個人情報の収集の強制・差別の立証責任の雇用者側への転嫁。 
・ 労働市場の変化：企業内訓練への需要の低下・雇用保障の変化・働き方の多様化へのニーズ。 
・ 労働市場の規制緩和・働き方の規制は女性の多様な働き方への障害という観点から是正。 
・ 特定企業内での補助金付きではなく労働市場全体でのワークシェアリングの重要性。 
・ 長すぎる夫の就業時間・低過ぎる妻の就業率の均衡化を図ることで経済活性化と整合性。 












